
国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

日経平均株価 19,137 -0.8% -1.6% 0.1%

東証株価指数（TOPIX） 1,533 -0.7 -0.7 1.0

東証REIT指数 1,837 -0.1 1.8 -1.0

米ダウ平均株価 19,827 -0.3 -0.6 0.3

米S&P500指数 2,271 -0.1 0.3 1.5

米MSCI REIT指数 1,156 0.6 2.5 0.7

MSCI ワールド（先進国） 1,782 -0.3 1.3 1.8

MSCI AC欧州 405 -0.5 2.8 1.5

MSCI エマージング 893 -0.3 4.9 3.6

MSCI ACアジア（日本を除く） 535 -0.3 4.6 4.1

外国為替市場（対円）

通貨 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米ドル 114.62 0.1% -2.5% -2.0%

ユーロ 122.69 0.7 0.1 -0.2

豪ドル 86.63 0.9 1.8 2.9

ニュージーランド・ドル 82.20 0.7 1.4 1.5

ブラジル・レアル 36.10 1.5 2.3 0.5

メキシコ・ペソ 5.31 -0.4 -7.2 -5.9

トルコ・リラ 30.52 -1.6 -8.8 -8.8

南アフリカ・ランド 8.43 -0.5 0.4 -1.2

中国人民元 16.71 0.2 -1.2 -0.6

インドネシア・ルピア (x100) 0.86 -0.3 -2.1 -1.5

国債市場（利回り、%）

国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米国10年 2.47 0.07 -0.07 0.02

ドイツ10年 0.42 0.08 0.17 0.21

日本10年 0.07 0.02 0.01 0.02

ブラジル2年 10.46 -0.08 -0.73 -0.57

メキシコ2年 6.92 -0.01 0.33 0.13

トルコ2年 11.34 0.13 0.63 0.71

インドネシア2年 7.02 0.01 -0.45 -0.45

その他

商品 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

金先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 1,204 0.7% 6.5% 4.6%

原油先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 52 0.1% -0.1% -2.4%

VIXボラティリティ指数 11.0 2.8% 2.4% -17.8%
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日次終値 

200日移動平均 

日経平均株価の推移 
（円、2016年2月1日~2017年1月20日） 

ドル・円相場の推移 
（1ドル=円、2016年2月1日~2017年1月20日） 

米国2年国債・10年国債利回りの推移 
（2016年2月1日~2017年1月20日） 

Q. 先週の主なイベントは？ 
• 1月17日 英国: メイ首相がEU離脱の方針について演説 

• 1月19日 ユーロ圏: ECB理事会、市場予想通り据え置き 

• 1月20日 中国:16年10-12月期実質GDP、実績前年比6.7%増 

• 1月20日 米国: ドナルド・トランプ氏が第45代大統領に就任 

Q. 先週の日本株式市場の動きは？ 
小幅下落。火曜日に「（水曜日に予定されていた）メイ英首相の演説は、
EU強行離脱を謳った内容となる模様」との報道が伝わると、不透明感の高
まりから、日本株式は下落。その後は、米大統領就任演説を控え、小動き。 

Q. 今週の主なイベントは？  
• 1月24日 トルコ: 金融政策決定会合、市場予想0.50%利上げ 

• 1月24日 米国: 製造業PMI速報値、市場予想54.5、前月実績54.3 

• 1月27日 米国:16年10-12月期実質GDP成長率、市場予想前期比
 年率2.2%増、7-9月期実績同3.5%増 

Q. メイ英首相の演説の内容と、EU（欧州連合）離脱の行方は？ 
メイ英首相の演説は、市場予想よりも穏当で、前向きに解釈できると考え
ている。今後は、他のEU諸国の選挙・政治動向を注視する必要があろう。 

• 首相演説のポイントは次のとおり； ①英国は、EUの「単一市場」から離
脱し、EUと新たなFTA（自由貿易協定）締結を目指す、②EUからの離脱
に際し、上下両院の承認を求める、③業種や商品毎に、（取引・貿易環
境の急速な変化を避けるための）移行期間を設けることを目指す。筆者
は今回の演説について、②や③は、市場の当初見込みよりも穏当で前
向きに捉えられると考えている。市場も同様で、事前に下落基調だった
英ポンドは、演説後に買い戻されている。 

• しかし、①「独自のFTA」については、EUは、他のEU加盟国の追随的な
離脱を防ぐため、英国に対して（EU加盟時よりも）相応に不利な内容を
提示する可能性が高い。交渉は難航する可能性がある。したがって、英
国経済には長く、不透明感が残るだろう。 

• 目下、市場の注目はトランプ政権の行方だが、今後はEU諸国の選挙・
政治動向が市場不安定性の要因として焦点が当たる可能性がある。投
資戦略では分散投資（コア・サテライト）を徹底し、相場変動に備えたい。 

ポンド・ドルの推移（2016年1月1日～2017年1月19日） 
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出所： Bloomberg, J.P. Morgan Asset Management 
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